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日米貿易摩擦の政治経済学

一自動車問題を中心にして一

関　下 樋

はじめに

　繊維にはじまり，鉄鋼，カラーテレビ，自動車

と臼米間の貿易「摩擦」がこのところつぎつ謬と

問題にされてきたし，さらに半導体（IC）や工作

機械が控えているという意味では，今後とも大き

な問題として世上を賑すことが予想される。いま

ここで，臼米貿易「摩擦」と呼んでいるのは，当

該品目の鍵本からの対米輸出の増大によって，ア

メリカ国内産業が被害を受けたか，あるいはその

可能性があるものと政治的ないしは経済的に認定

きれたものであって，アメリカからの対日輸出に

関わる問題ではない。その意味では，日米貿易摩

擦とは日本の対米輸出攻勢とアメリカ側からみた

その不均衡の是正の問題だということができよう。

　ところでアメリカ側がこうした要求を突きつけ

る背景には，つぎのよヶな事情がある。アメリカ

の貿易収支は1971年に20琶紀にはいってはじめ

て入超に転じたが，この傾向は年を遽って深刻化

し，今や年間300億ドルを超えるほどの巨額に達

し，しかもそのうち対目入超がOP：EC諸国と並

んで最大の規模を占めている（78年には100億ド

ルを突破した）。さらに，問題は単に量的な次元

に留まらない。アメリカの封先進国貿易の最大の

特徴は技術先端的な新鋭重化挙工業品（IR）を

輸出して，これらの国から在来型重化学工業品

（IA）を輸入するという戦後の新しい「冷戦型」

国際分業を展開していることにあるが，7◎年代

にはいってこれが貝本にたいしては十全に機能し

えなくなっていることが，対日貿易収支の大幅な

入超を生む大きな原因となっている9。したがっ

て，80年代にむけで「強いアメリカ」を：再生す

るためには，最新鋭璽化学工業を基軸とする国内

納品産業の再建誕国際競争力強化と貿易収支の改

善，黒字化をぜぴとも達成せねばならなくなった。

そして対日貿易はこうしたアメリカの80年代の

動向を占う最大の試金石のひとつξして位鐙づけ

られているといっても過書ではないであろう。

　他方で，戦後の日米関係は一定の代位・補完関

係を嬉つた「従属的」同盟という枠組みのなかで

これまでしばしば論議されてきたが，最近の諸事

　1）　詳しくは拙稿『70年代のアメリカ貿易一一一U・

S．Mercha農dise　Trade　　露xpOftS　and　I斑ports－

1965－1976，◎1亀ss圭fied　by　8RA．露nd－Use　Categories

をもとにして　　』上・下『山口経済研究叢書調第16

集（1980年3月），17藥（1980年4月）ならびに＝「転換

期におけるアメリカ貿易の諸様相一197◎年代の分
析をもとにして一」『世界経済評諭』1981年4月暑
参照。
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態はこの枠組みからの脱却とr対等な」同盟関係

への移行ならびに「疑米貿易戦争」あるいは「経

済摩擦」という蕎葉に象徴されるような両国間の

競争。対抗。軋礫といった要素を前面に押しだし

つつあるかの感がある。

　私は小論において，これらの問題を念頭におい

て，B米貿易摩擦にたいするアメリカ側の論理と

その変化，さらには意義について，最透一応の

「決着」をみた自動車問題を例にとって検討して

みたい。結論を先取りするようになるが，この過

程でアメリカ側がみせた論理展開はぴとつには，

溝米貿易不均衡の主因は臼本の保護主義にあると

いう『第1次ジ簑一ンズレポート』2）（1979年1

月）の主張から，基本的にはアメリカ産業の国際

競争力の弱化雛国内経済主細論〔『第2次ジョーン

ズレポート』3》（1980年9月目及びrGAOレポー

ト』4）（1979年9月）〕にわずか1年足らずの間に

エ80度旋回させたこと，もうひとつはUAWやフ

ォードの提訴にもかかわらず，米国自動車塵業の

不振の主因はガソリン価格高騰による小型車への

需要の転換と景気変動にあって，鼠本車の輪入急

増にないごとが証明された1『自動車レポート』5）

　2＞　Subcom斌しiもtee　o瓜Trade　of　the　Co綴斑itもee

o蔦Ways鍛d　M：e麗s，　U．　S．　H◎use　of　Reμese鍛t翫一

t三ves，：画論，Fo㍑駕ゆ0甥㈱ひπ物δ醜α朗・」噸αη

Tγ翻β腕6ん護醐薦。πα3碗θ”3，95th　Co雄gress　2nd

Sessio皿，　Ja烈uary　2，1979，（気P．0．〈邦訳『ジ簿一ン

ズ・レポート』米下院歳入委貿易小委・対日監視委報

告，ハイライフ出版部，画一54年4月）。
　3）　S瓢bcon1斑ittee◎皿「rrade　oだ鳶h¢CQm磁ittee

o職Ways　and　Me孤s，猛S・Ho鷲se　of　Represent鵠一

tives，σ箆魏♂8臨θ3－」吻㈱Tr働4θ四脚爾，96　th
CQ臓蓼ress　2　nd　Session，　Septe凱beτ5，工980，　G．　P．0．

（邦訳．r米圏議会の対欝貿易分析（第2次ジ・一≧ズ・

レポーD』白扇貿易振興会，昭和55年11屑）。

　4）　鴛εPθγ虚勾畿8CbηP加ozごεγo碗θ鵤‘げ読6

翫伽dS観6s，ひπ伽4s麟83－」＠απ？γα♂8：趣粥3

雌切Pγoδ‘徽3，U．　S．　Gelleゴal　Acc◎穏nti簸S　Off圭ce，

Septembeτ21，1979（邦訳臨米貿易の争点と課題

一米国会計検査院レポートー一』ジ澱トロ海外調査
シリーズRo・90，日本貿易振興会，雛型54年12月）。

　5）　Subcotn滋itte¢oa　Trade　of　the　Co恥τnittee

oロW町s勧告dMea筑s，　u　S．　Ho囎e　of　Representa－

tives，　44％参0　8嘉％¢認。π：1980，　96　th　Co且1罫ss　2　ad

Sessわ狙，　Ju旦e　6，1980ひG．P．0．（弗訳『幾野塩報辞980

年7月22日号用8月19日髪鋒）o

VQ1．32　翼。．4

（1980年6月）と　『ITC　レポート』6｝（198か年12

月）〕に喬かかわらず，日本車の輸入規制を要求し．

〔『ゴールドシ論ミット報告』7）（1981年1月）），そ

れを臼本側の窟主規鋼どいう形で実現したぼレー

ガン自動車救済策』8）（1981年4月）〕’ことである。

この2つの論理の落差をわれわれはどう理解した

らよいか。あるいは，轡口羽反対にみえるこれら

の論理の背後に，それらを結びつける糸が隠さ点

ているのか。これらについて私見を述べてみたい。

な灘，ここでは要点の叙述にとどめ，個々の部分

についての詳細な検討は別命に譲る曾｝。

（1）

　『第1次ジ詞一ンズレ潔白ト』を作成した日米

貿易作業部会は78年1月13臼の塵楊・ストラウ

ス共岡声明に盛られた合意内容が痴態に実施され

ることを監視するために設置されたこと略あって，

その墓調は爲米貿易不均衡の主因をH本の保護主

義に求め，そこから鑓本の門戸開放を強く迫って

いる。彼らの認識によれば，頁本．市揚開放の努力

はまだまだ不足しており，「日本市場をより一層

自密化させれば日米貿易ギャップを数十億ドル減

少させるのに役立ち，またβ本の消費者の生活の

向上にも寄与するゴ。）と述べている。女体的にい

うと，厳しすぎる品質基準，輸入制限のための行

　6）　U簸iもed　Sもates　I獄tematio捻鼠l　Tmde　Cσm一

瓢issio11，α霧γ彦α伽溜b舌。アy擁鰯召∫醗dα嬬α伽（乳⑦3一

認3㈱諺80醗θ3rゐθγ⑳ア，　Rθμ露如魏8　Pγθ3棚8箆‘oπ

瓦か8ε吻醐。箆？ル201・4隅一dθγ860伽π201げ孟ん8

Tγ儲（謬8　護β6げ1974，　US　王TC　Public乱tio鍛　1110，

Dece鑓10r　1980．

　7）　丁海8猷S撫ま。聯誠β乃誘鉱3‘γ野，ズ380，盈曜oγ6

‘o伽Pγ80彪8麟∫ro鵬伽88醇8如γ穿瀬野α麗ア。甥α一

語。π，Office◎f　t為e　Assist勘nt　Secret＆fy　f◎τ　PQlicア

and宏ntematiQ慧al　Af魚irs，　U．　S．　Dep乱rt搬ellt　of

Tra鍛s葺ortatio益，」鍛uary　1981．

　8）　廊彦ゼ。π鉱。撫勿6んβひ・＆オ麗。」醜醜36矧，滋鵠o

Tα論画一686卿ちThe　White　House，“◎ffiee　of．
the　Press　Secreもary，　Aρr圭16，1981．．

　9＞　日米霞動車問題についての詳細な検討は，近く

拙稿隔米富動車問題の経緯と論理一日に米国議会
での論議から一」と題しで機械経済務窺所から発行
される予定である。

1⑪）　談論刃oγ¢8励多oγ彦脇胴長β犀β臨θ3－」⑫観

乃α伽鱗酵為淫♂｛9薦伽認y獄〃3，曜．oゼ呑・，ア．17，
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政指導，輸入カルテル，外銀規制，自動車輸入に

たいする安全，排ガス等の規制，それに農産物輸

入制限と政府調達部門の日本製品優先買いつけ措

置（比々公社）などである（特に，隠々開放と農産

物に最大の力点をおいている）。このよう．に日本

側の保護主義に最大の原因があるが，黙視できな

いのは先端技術分野において日本が官民一体とな

って強い産業を育成するために国内保護政策をと

っていることであるという。

　「日本との貿易危機が，周期的もしくは引き続

き尾を引く要因のひとつは，日本の産業政策にあ

り，それは現在アメリカが優位にあり，かつ最も

強力な輸出部門であるコンピューター，先端エレ

クトロニクス部門，通信機器，産業用ロボット

（それに多分，航空機　　それも共同生産の段階）

といった高度技術分野で日本の主導権を握ること

を目標としているのである」11）。その結果，先端

技術の分野における日本の進出は，将来日米間の

最も危険を孕んだ経済問題に発展する恐れがある。

つまり，アメリカのいう自由貿易体制とは，アメ

リカが先端技術部門に特化し，他の先進諸国がよ

り労働集約的な在来部門に特化するというアメリ

カ本位の国際分業体制が維持される限りにおいて

許容されるものであり，もし他国が保護主義によ

って先端技術部門にまで優位性を占めるようにな

れば，事態はアメリカ経済の世界的優位性の根幹

にかかわってき，死活的な重要性を帯びることに

なる。その意味を報告書は次のように述べている。

　．「高度技術・資本集約的な国家として，米国は

新技術開発の面でリードし，他の国々はより労働

集約的かつ低技術集約的産業を採用すべきである

というのが，長い間自由貿易を支持してきた人々

の理論であった。そうすれば，米国の労働者は絶

えず，より高技術・高付加価値をもった産業に移

動することになるから，経済的にも利益が多いと

いうのである。かりに日本が補助金や制限的貿易

慣行によって，これらの技術分野でリーダーシッ

プをとるようなことになれば，“では一体，アメリ

カは輸出用にどんな工業品を作ったらよいのか”
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といった疑問がでてくることになる。かりに米国

が最も強味としている産業　　コンピューター，

航空機，先進エレクトロニクス製品等々一が不

公正な手段で追いつかれてしまったと知ったら，

米国内の政治的反応は強硬なものとなる公算が大
であろう」12）。

　このように，『第1次ジョーンズレポート』の

基調は，日米貿易不均衡の主因を日本側の輸入障

壁に求め，その門戸開放を強く迫るというもので

あった。そして日本側の貿易自由化が促進されな

い場合は，望ましくない手段ではあるが日本の対

米輸出を規制する動きが議会を中心にして急速に

高まると警告している。つまり，日本からの輸入

にたいする規制を最大の切札にして，日本市場の

門戸開放を迫るというこれまでの日米間の貿易交

渉においてしばしばとられてきた方法に立脚して

おり，これは自動車問題の具体的展開のなかでも

踏襲されていく。だから，日米間の貿易不均衡是

正の手段として，円高，貿易自由化，対米投資，

米国の輸出促進意欲の増進といった方法が列挙さ

れているが，その狙いはあくまでも日本市揚の門

戸開放，つまりは対米譲歩をできるだけ引き出す

という一点にある。そしてその根底には，日本の

保護主義と輸出至上主義，つまりは加工輸出型産

業構造がアメリカとの間にアメリカを頂点とする

相互補完的国際分業体制（すなわち，アメリカが先

端技術部門に劇化し，日本が在来型部門に特化す

るという）の枠の中にとどまっているかぎりは，

日米間の貿易不均衡も調整可能な量的な領域とし

て容認できるが，日本の射程が先端技術部門にま

で伸びてくれば，アメリカのいわば聖域を侵すこ

とになり，事態は日米間の国際分業体制そのもめ

についての検討を余儀なくさせるという認識があ

る。そして，こうした事態だけは避けたいため予

防措心的に声高に日本の先端部門の産業育成政策

を非難し，それにたいするアメリカ側の決意を示

すという姿勢が濃厚に読みとれるのである。

　ところで，これからわずか1年半ほど後にださ

れた同じ作業部会による『第2次ジ。一ンズレポ

11）　ゼ6∫d．，p50． 12）　乞δ旋孟，p52．
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一ト』はそれとはまったく別の論理を導くことに

なった。

　まず，日本市場は農産物と高度技術部門を除い

ては基本的に開かれているという認識に立つ。そ

してこの現状認識に立つ以上，輸入規制を脅迫手

段として日本市場の開放を求めるという前回の論

理は成りたたなくなる。したがって，日米貿易不

均衡の主要是正策としては，雇用創出効果をもっ

た対米投資の促進（特に自動車の組立て工揚と部

品生産）をあげることになる。

　「もしいくつかの主要な自動車投資が昨年決定

されていれば，今年の貿易摩擦の多くは回避でき

ただろう。我々は引き続き，自動車組立てと部品

製造分野での日本の対米投資を強く主張する。補

修部品をアメリカで生産すれば（昨年の市島規模

は推定で80億ドル），輸入自動車のアフターサー

ビスを容易にするのに役立つばかりでなく，日米

貿易赤字の将来の大幅増加を防止することにもな

ろう。加えて，部品製造は最終組立て作業よりも

はるかに労働集約的になると考えられ」13），した

がって雇用創出効果は大きい。

　彼らの認識がこのように転換したのは，ひとつ

には現実の日米貿易の実態はアメリカが農産物や

原材料を輸出し，日本から工業製品を輸入すると

いう，まるで「植民地型」の国際分業に甘んじて

いるというひどい状態にあることに気づいたこと

であり，さらに強い産業を育成する日本の輸出促

進政策（それとは対照的なアメリカの無策）のなか

に学ぶべきものを見つけたことであり，最後にこ

の1年半の間の日米双方の貿易障壁除去のための

努力（たとえば，80年5月15日の日本政府の自動

車貿易自由化策，79年6月2日の2度目の牛場・

ストラウス共同声明，さらには日米貿易研究会や

通商円滑化委員会の活動など）を評価したことな

どによる。だが，こうした作業部会の認識の変化

は，アメリカの一般的な対日認識とは明らかに異

なっていることを卒直に告白している。

　ところで，日本市場が基本的に開放されている

とすれば，アメリカの対日貿易収支がこんなにも

1『）翫掘S孟㈱一如α・T・α♂θE8卿・o鈴砿
P・1v・

Vo1．32　No．4

巨額の赤字である主因はなにかということになる。

その答えは，米国の国際競争力低下（特に労働生

産性と品質の問題）と輸出放任主義（もしくは無

策）にあるということになる。

　「この貿易不均衡は，残存する何らかの日本の

非関税障壁に因るというよりは，むしろ日本の輸

出業者が米国市場開拓のために払った努力と，米

国企業が日本市揚開拓に注いだ努力との差が大き

いことに因るものと認識している。日本政府が日

本企業の輸出努力に対して示した積極的態度が両

国間のこのような差異の発生にあつかって力があ

った」14）のであり，「両国間の貿易不均衡を長期的

に改善するには，残存する日本の非関税障壁の撤

廃よりも，米国企業および政府による輸出促進努

力の改善の方がよほど大きな効果がある」15）とい

うことになる。したがってアメリカ国内産業の再

生をいかにして行なうかがその主要課題となる。

　このように，『第2次ジョーンズレポート』は，

問題の主原因をアメリカ国内内部の要因に求め，

そζ．から「強いアメリカ」の再生と日米相互投資

の交流によって，貿易に代わる新たな主要な対外

経済関係のチャネルの形成を謳っている。ところ

で，こうした彼らの認識の変化は，前年にだされ

たrGAOレポート』によっても少なからず影響

されていると思われる。

　『GAOレポート』は上下両院経済合同委員会

が調査依頼したものに応えてコンピューター，自

動車，通信機器，工作機械，カラーテレビ，木材，

大豆の7つの産業をケーススタディとして日米貿

易の現状と問題および双方の貿易政策の比較を行

なったものである。『報告』は日本の加工輸出型

産業構造の特徴を，同じ先進国の西独と比較しな

．がら明らかにしたあと，上の7品目を選んで詳細

に検討しているが，それらが選ばれた理由は，そ

れぞれコンピューターはアメリカが世界言揚で圧

倒的優位を占めている基軸高技術産業であること，

自動車は最大の対日入超製品であること，通信機

器は日本の門戸開放の最大の焦点になっているこ

と，カラーテレビは自動車の前の日米貿易摩擦の

14，15）　ゴうゼ（ぢ．，p．13．
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対象であったこと，工作機械は機械を作る機械と

して生産全体に与える影響が極めて大きく，今後

焦点になる可能性が大きいこと，それに大豆は代

表的な日本の輸入品であり，木材は日本の原料輸

入の大きな部分を占め，住宅ブームとの関係で大

事であることなどによる。これに鉱物資源や燃料

を加えれば，現在の日米間の貿易関係を全面的に

分析するケーススタディとしては最良の選択とい

えるほどによく考えられている。これらのケース

スタディののちに引き出した結論は，アメリカが

世界の工業品貿易のシェアを失ってきていること，

しかもそれが全製造業分野でおきていること，ま

た対日貿易不均衡が最悪の状態になったのは，日

本の関税非関税障壁が最：も低くなった時期で，な

おかつ円高によってアメリカが日本市揚でこれま

でにない価格上の優位を得ていた時であるという

ことである。したがって，「これまで本レポート

で検討してきた諸要因から考えると，日本と米国

の2国間の問題の原因となっているのは，日本の

非関税障壁よりももっと大きな要因であると思わ

れる」16）すなわち，「米国の国際競争力の弱さが基

礎にあり，アメリカ人の輸出意欲の欠如，輸出志

向ではなくむしろ輸入志向的な貿易政策，通貨調

整の失敗1？）であり，それに日本の多種多様な関税，

非関税障壁が付け加わったものである。

　このように『GAOレポート』は米国の国際競

争力の低下を日米貿易不均衡の最大の原因と考え

ており，それに加えて両国の貿易政策の差（日本

が強い産業を育成するために行なっているのにた

いし，米国はもっぱら弱い産業を保護している等）

が貿易不均衡を拡大させてきたとみている。そし

’て今後の方向としては米国は自国の産業の再生の

ための努力を行ない，日本は輸出中心主義から対

外投資中心の成熟債権国型への成長，転化をはか

ることを促している。したがって，将来展望とし

ては，両国間の相互投資が拡大することによって，

貿易レベノレでも同一種類の製造工業品の相互貿

易（two－way　trade　in　the　salne　product－1ine　of

16）　　ひγL露8〔オ86α6θ8－」αpα7LT7α（9θ：13s駕θ∫απ（迂P7・oゐ一

Z8呪∫，　op．　o覚．，　p．171．

17）　ゼゐゼ（9．，p．190．
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manufactured　goods）18）が進展し，特に高度技術

分野での同一製品の相互貿易が拡大することを予

想している。こうした彼らの考えの基礎にあるも

のは，現代においては対外直接投資が貿易に代わ

る主要な国際経済関係の手段であり，それによっ

て貿易が代替されるばかりでなく，貿易自身も促

進されると考え，世界的な相互投資が時代の趨勢

であると認識していることである。一言でいえば，

企業の多国籍化とそれによる世界的な産業再編の

時代であると考えているのである。

　以上これまで3つのレポートの中心的な論理構

造を紹介してきたが，ここで，これらをまとめて

みよう。世界の中心国としてのアメリカは技術優

位を基礎にして先端技術部門に特化し，これにた

いし他の国’々はより労働集約的な在来部門に特化

するという国際分業体制のもとでの自由貿易は，

この体制を維持し，十全に機能させるものとして

位置づけられ，また考えられてきた。だから，日

米貿易不均衡が生じれば，それは自由貿易が阻害

されることによって，上の国際分業体制のメリッ

トが十全に機能しえなくなったからだとアメリカ

側が考えたとしても当然のことである。『第1次

ジョーンズレポート』の立脚点はこうした伝統的

な国際分業観であり，自由貿易観であり，一言で

いえばパクス・アメリカーナ的な世界観である。

したがって，ただちに日本の保護主義を攻撃する

ことになった。あるいは翻って，米国市揚の保護

を報学的に主張することになる。この考えの底に

流れるものは自由貿易を公正なものとして信奉す

る，徹頭徹尾強者の論理である。だから保護主義

は弱者の論理として不公正視されがちになる。

　ところで，こうしたパクス・アメリカーナ的世

界観がそのまま伝統的な対日観を育ててきたとし

ても不思議ではない。なぜなら，戦後日本の復興

がアメリカからの技術導入を基礎に，世界市揚か

ら切断された保護主義の被膜のなかで育成され，

その加工輸出型産業立国のはけ口として，もっぱ

らアメリカ市揚が開かれていたという特殊性があ

るからである。すなわち，両国間には一定の代位・

18）　狛ゼ♂．，p。191．
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補完関係を伴う国際分業体制とその市揚が形成さ

れてきたからである。しかもこの対日市場の開放

過程もアメリカとの2国間取決めを基本にして残

‘余の国々にも均粘していくという方式が採られた

のである。こうした枠組みのなかでは，日本側か

らすれば，もっぱら米国向け輸出を当然の権利と

考えたとしても，あるいは米国側にすれば，日本

市場を保護，育成の対象と考え，常に調整可能な

領域と考えたとしても，ある意味では当然といえ

よう。

　だが，このパクス・アメリカーナ的世界観には

重大な陥穽が待ちうけている。第1にアメリカの

研究開発投資は軍事技術を中心にして行なわれて

きたが，それらが常に民間の先端技術製品を生み．

だしうるかという点，第2に，これらの技術革新

の戦後における一巡化を経て新製品開発が進みう

るかという点，第3に，もしそれが進まないとし

たら，製品の改良技術の分野での他の国の追い上

げにどう対処しうるかという点，第4に，先端部門

での突出と対照的な在来部門での低滞にどう対処．

しうるかという点，第5に，企業の多国籍化に伴

う海外進出によって国内開発が遅れないかという

点等である。これらによって，実際にはアメリカ

産業の国際競争力は全般的に低下してきつつある

といえる。加えて，これまでの対日輸出そのもの

が，彼らの描く抽象的な図式にもとつく先端技術

品ではないという事情がある（農産物に典型的に

みられる政治交渉の産物）。こうした現実にたっ

たとき，日米貿易不均衡の主因はアメリカ国内産

業と政府の輸出政策にあるということになるのは

当然である。この立場が『GAOレポート』と『第

2次ジョーンズレポート』の立脚点であり，現実

的な路線であった。しかも，その際に，世界的な

企業の多国籍化，相互投資の時代という新しい流

れのなかで，対外直接投資によって貿易を超え，

前者の主導のもとに後者を押さえこもうとする狙

いをもっている。両国市揚を完全に開放し，相互

投資によって同一製品の相互貿易を促進しようと

している。これは世界的な規模での巨大企業間の

競争と再編を促し，この揚合，たとえアメリカ企

業であってもその消長の波から免れることはでき

Vo1．32　No．4

ない。だから，この立揚は新しい相互投資，グロ

ーバリズムの時代を代表している見解であり，そ

の新しさは単なる自由貿易，門戸開放の主張にと

どまらず，あるいは自国産業を基礎とした伝統的

ナショナリズムに限定されず，日米両国の同一土

俵作りとそこでの調整を意図したものである。だ

が，この調整は経済過程をこえた政治的な揚でな

されることになるが，その論理は次節で検討する。

（11）

　具体的な自動車問題に関しては，UAWとフォ

ードが米自動車産業の不振の原因は日本からの小

型車の輸入急増にあるとして，その救済策として

関税引上げと輸入規制を求めてITCに提訴した。

ITCは大規模な公聴会を開催して検討した結果，

被害なしとの判断を示し，救済策の実施を認めな

かった。その理由は，米自動車産業の不振の原因

は景気後退による需要減退，ガソリン価格高騰に

伴う消費者の小型車への需要転換，それに輸入車

急増にあるが，このなかでは前2者の要因の方が

後者の要因よりも大きいとする意図が多数を占め

たことによる。すなわち，アルバーガー委員長に

よると，74年通商法201条（b）は（1）アメリカへの

輸入増大（現実にか，または国内生産に比して），

（2骸当品目，または直接に輸入品と競合するもの

を生産している国内産業が深刻な被害を受けてい

るか，あるいはその恐れがある工合，（3）こうした

輸入増大が上の国内産業に深刻な被害を与えてい

る原因となっているか，その恐れがある潮合の3

つの条件を満たしている揚戸に確定的な決定をな

しうるが，今回の場合は，乗用車と軽トラックは

ωと②の条件は満たしているが，｛3）の条件を満た

しておらず，中・大型トラックはωの条件すら満

たしていないので，いずれもUAWとフォードの

提訴は否決されたといゲ9＞。

　このように，米自動車産業の不振の主因は景気

後退と「オイルシ。ック」による小型車需要への

転換の結果であって，日本車の輸入急増によるも

のではないという日本側の主張がITCによって

19）　σ厩α伽肋6077θん乞。‘θ3απdOθTオα伽（洗α∬魔

α7L（9　Bo（％θ37「んθ7噛βノ107’，　OP．　o髭．，　P　4．
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承認された形となった。このことはITCの公聴

会の場で同じ自動車メーカーのGMの代表も認
めていたことである20）が，すでに『自動車レポー

ト』において詳しく展開されていた。

　同レポートによれば，アメリカにおける自動車：

の需要構造は，2度目わたる「オイルショック」

の結果，小型車へと決定的に転換したが，この時

期に日本からの輸入車が急増したのは，日本車の

品質の良さや価格の低さと同時に，米国自動車産

業が大型車中心の開発戦略をしいていて，小型車

対策を怠ったことやそのもとになるエネルギー危

機への見通しを誤ったことにも大きな原因がある

としている。小型車は儲からないから，輸入車に

占拠されてもかまわないという考えは従来から，

企業のトップによってしばしば明言されてきたし，

78年の円高の時期に価格競争で日本車を駆逐で

きる絶好の機会に恵まれたにもかかわらず，寡占

企業に特有の保守的な行動原理が価格値下げを断

行できず，今日の危機を招いたことは皮肉である

と指摘している。

　「かつて日本よりも安く売って，輸入車に奪わ

れた二君シェアを取り戻す道を選ばなかった米自

動車産業が現在，外国車の販売を制限することに

よって，その市揚シェアを取り戻そうとしている

のは皮肉なことである」21）。

　こうした米自動車産業の小型車軽視は，石油情

勢への見通しの悪さと結びついて，より一層致命

的なものとなった。政府の低ガソリン価格と無料

ハイウエー網政策に保護されて，収益性のあがる

大型車中心の開発戦略を改めなかった。

　他方において，日本型の品質の良さは等しくア

メリカにおいて認められているところであるが，

それは「技術面の優秀さではなく，（1）生産ライン

での労働者の（職人的な）技量のよさ，｛2）（設計と

組立ての双方での）非常な細部にわたる注意深さ，

20）　United　States　International　Trade　Com－

mission，1πごん8撫‘θγ0ゾ：σεγ孟α伽躍bオ0γπ8ゐ刎θ3

α7L♂σθγεαづπ0んα8∫Z∫απ〔オ　1｝0（泥8∫Tゐθγφπ，　Investi－

gation　Number　TA－201－44，　Transcript　of　Pro－

ceedings，　Vo1．1．　Day　Session，　October　8，1980，　pp．

317－319．

21）　∠【％ω8奮初α‘ゼ。π：1980，0p．　o奮．，　p．54．
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それに（3〕労使関係の緊密さの3点」22）にあると

指摘している。つまり，大量生産という技術と機

械が支配する自動車の世界に職人的な手際よさや

細心さをもちこんだことにあり，しかもそれを協

調的な労使関係にもとづいて，極めて大量に均質

のものを生産し（9Cサークルの成果），なおかつ

相対的に低い賃金の支払いで済んでいることであ

る。そして，アメリカが学ばなければならないの

は，こうした「日本的生産方式」である。

　こうした分析から，同レポートは将来展望とし

て小型車開発二ワールドカー23）戦略をあげる。多

国籍企業の企業内世界分業体制のメリットを最大

限に利用したこのワールドカー戦略によって，世

界的規模での自動車産業の再編を行ない，生産と

販売の合理化によって利潤を極大化することを狙

っている。これによって，部品の調達も世界化し，

それの国際的な交流，貿易も進行する。そして，

米自動車産業はこの過程を主導し，競争勝利を達

成することができるとしている。したがって，

日米自動車摩擦の解決策はこのワールドカー戦略

にあり，日本メーカーもこの線に沿って対米投資

を促進することが期待されることになる。

　米自動車産業の不振の原因が日本からの小型車

輸入によるものでないことがITCによって審決

されたにもかかわらず，議会における日本車輸入

規制の動き（すなわち，前節でみたパクス・アメ

リカーナ的世界観の裏返しの表現）が活発化する

なかでだされた行政府の『ゴールドシュミット報

告』は上の事実はそのまま承認しながら，なおか

つ米自動車産業の回復までの期限つきで日本車の

輸入規制を求めるという新たな論理展開を示した。

ここでは，現在，アメリカ自動車産業が日本に比

べてコスト，品質両面で劣位化していることをは

っきりと認め，その回復のために5年間の猶予を，

与え，その間に経営側は800億ドルにのぼる巨額

の設備投資を投入して生産性を高め，燃費効率の

22）　唇配dL，　p．47。

23）　ワールドカーとは「小型で，経済性が高く，あ

らゆる気候や状況に適合し，かつ世界中いろいろのと

ころで生産された部品を使って組みたてることができ

る」ものであり，当然に世界大での販売を主目標とす
る（ぎみ‘dl．，　P．67）o



296 経　　済　　研　　究

良い小型車開発に努め，さらに利益の再配分を含

む親密な労使関係の確立に努力し，労働側は賃上

げ自粛と品質管理や生産性向上への協力を約束し，

政府は排ガス等の規制の緩和と税制，財政上の優

遇措置と日本車輸入規制を実施すべきであるとい

う，政府，経営，労働3者の自動車産業回復への

協九合意とそれぞれの責任分担を明確にしてい

る。そして，大事なことは自由貿易か保護主義か

を議論することではなく，それを解決することで
　　　　　　　　　　　　　　　　ナシヨナルセキユリデイ　
あり，わが国自身の利害と長期的な国家安全保障

を守るために行動することであると結んでいる24）。

　この処方箋はそのままそっくり『レーガン自動

車救済策』に引き継がれていく。ここではより具

体化されて実施されていく（たとえば，34件にの

ぼる規制措置の廃止，改正等）。それと同時に，日

本車輸入規制は日本側の自主規制にむけて水面下

に潜行することになる25）。

　以上みたように，日米自動車摩擦の主因は日本

馬輸入急増にあるのかそれとも米自動車産業の小

型車対策の失敗にあるのかという議論は，ITCの

審決を経て，明確に後者にあることが判明した。

その意味では，日本車輸入規制という論理はそこ

からはでてくる余地がなくなったと考えられる。

ところが，行政府の判断は，アメリカ自動車産業

が小型車生産に関して，品質，コスト両面におい

て現状では日本に劣っていることを認めながら，

だからこそ強い米国自動車産業の再生にむけて，

5年間の期限つきで日本車の輸入規制を行なうと

24）　　Tんθ　こノ．8㌧・4％孟。ηzoうゼ‘θ　1ηd％3‘γ窪ノ，1980，　0P．　o髭．，

P．11．

25）　この『レーガン自動車救済策』のなかには，日

本車輸入規制について一言も触れられていないが，そ

れは無方針であったわけではなく，日本側の自主規制

にするために意図的に除いた深謀遠慮であったと考え

られる。その証拠に，、同時に発表された『大統領声明』

の中には，「米政府は米自動車産業に対する国際貿易

の影響について監視する。米政府は自由貿易を確約
し，自由貿易は関係するすべての国に恩恵をもたらす

と信ずる。しかし，自由貿易の原則を守る上で，我々

は貿易相手国もまた同様の態度を取ることを期待す
る」（『日本経済新聞』1981年4月7日）という一項があ

り，この救済策を説明すると称して，事情説明使節団

が来日した。自主規制にむけて急速に動きだすのはそ
れ以後である。
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同時に，政府は規制の緩和と税財政上の優遇措置

を，経営側は研究開発投資と生産性向上と品質管

理と利益配分，そして労働側は賃上げ抑制と生産

性向上への協力をそれぞれ義務づけられてくる。

ここでは強者の論理から反転して弱者の論理が引

き出されてくる。にもかかわらず，アメリカ経済の

潜在力は依然として世界最大であり，引き続き主

導権を握っていくことを放棄していない。これは

明らかに経済的には論理整合性を欠くものである。

潜在的，もしくは名目的な強者で現実的な弱者が

建前としての自由貿易とは裏腹な保護主義的輸入

規制を要求するという論理は，どうみても辻褄が

合わない。それは，74年通商法201条（b）項にも

該当しない。したがって，問題の解決は経済の場

から政治の場へと移行することになる。しかもそ

の政治の場での解決も，直接の2国間の経済的利

害の対立を政治が調和させるのではなく，この揚

合は日本側の一方的な自主規制措置の発表による

終結という形をとり，アメリカ側からの働らきか

けは何らなかったことになっている。だから，こ

うした早早は自由貿易か保護主義かの抽象論議で

はなく，現実的（政治的）対応であると，アメリカ

側の行政府当局者が言明しているばかりでなく，

日本側の当局者も卒直に告白しているところであ

る26）。彼らにいわせれば，そもそもGATTの原

則も無条件的，無限定的な自由貿易主義ではなく，

緊急避難的な例外規定（一時的な保護措置）を認め

た現実的なものであるということになる（たとえ

ば，過渡期条項）。だが，米国企業がみずからの

体質改善や強化をはからずに，安易に通商法上の

救済措置に依存するようになれば，それは肝心の

米国産業の再建をも阻害することになり，日米貿

易摩擦の傷口をかえって深くすることにもなりか

ねないという懸念27）は当然である。さらにいえば，

こうした日米貿易摩擦の政治化構造が定着するよ

26）　たとえば通産省天谷審議官はその後日談とし

て，自主規制措置は自由貿易体制を守るための「必要

悪」であり，現実的対応であったと述べている（「ソー

プ・ナシ目ナリズムを排す」『文芸春秋』1981年7月
号328－338頁）。

27）　「米国産業が自らの競争力低下の原因を外国側

に求める習慣にそまれば，自らの欠点を見出して積極

。
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Oct．1981 日米貿易摩擦の政治経済学

うになうと，それがどんなに「現実的」挙揚から

の処理であろうとも，結局は問題の一時的な弥縫

策にすぎず，問題を将来に延ばすばかりでなく，

さらに深刻化させる危険が大きい。また，両国特

定産業分野での経済的利害の非和解性をみずから

暴露し，その調整を常に政治に委ね，そしてまた

米国側のこうした政治依存体質を助長し，定着化

させ，日米間の密室政治と政治的取引をより一層

強めていくことになりかねない。その最も悪い例

は繊維である28）。

　だが，一時的な例外規定に逃げこみ，しかもそ

れを政治化していくというアメリカ側の行動の背

後には，一時的な弥縫策に終らせない冷静な計算

も同時に働いている。それはワールドカー戦略を

基軸とした自動車産業の世界的な再編の方策であ

り，彼らの企業内世界分業体制の確立，作動によ

って，伝統的な国内生産と輸出拡大という日本流

の方式を世界市揚から駆逐しよう，あるいは最強

、の競争手段ではなくしていこうとする動きである。

そのためには，日本企業の対米投資とともに，米

国メーカーの対日進出と提携を必死になって模索

している。彼らのこのワールドカー戦略が成功す

れば，日本企業の成功は一時的なものに過ぎなか

ったことになりかねない。その点での彼らの自信

と楽観的な見通しもまた披歴されている（日本の

現在の優位性は技術ではなく技能上の問題である

とする点）。このように，両面をあわせもってい

るといえよう。

（III）

　これまでの展開では，古い伝統的な自由貿易観

（『第1次ジョーンズレポート』）と企業の多国籍化，

資本の相互投資による新しいグローバルな展開

的に改善してゆく努力を放置することにもなりがちで

あり，これは日米経済摩擦の傷をさらに深くする原因
にもなりかねない」（「日米経済摩擦（上）」r興銀調査』

第207号，1981年，37頁）。

28）　日米繊維紛争の発端はニクソンのまったく個人

的な選挙公約にあり，それを強引に日本側に呑ませる

ために「本土並み」沖縄返還をさえ取引き材料に使っ

た経済摩擦の「政治化」過程については，1・M．デスラ

ー，福井治弘，佐藤英夫『日米繊維紛争』日本経済新

聞社，昭和55年に詳細に分析されている。
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（『第2次ジョーンズレポート』，『GAOレポート』）

とを対比させ，さらに米自動車産業不振の原因は

小型車対策の失敗（『自動車レポート』）にあり，そ

してまた経済的には日本車輸入規制を行なう根拠

が失われた（rITCレポート』）にもかかわらず，緊

急避難的な措置として日本車輸入規制を要求（『ゴ

ールドシュミット報告』）し，それを日本側の自主

規制という形で実現した（『レーガン自動車救済

策』）政治化過程をみた。ここではこれらの連鎖に

ついて考えてみよう。

　日米貿易摩擦の背：景には，一方で戦後構築され

たアメリカ中心の国際分業体制（パクス・アメリカ

ーナの世界）が日本との関係では，アメリカの国

際競争力の低下にともなう，日本側の対米出超の

一方的増大をもたらし，それがこの日米間の代

位・補完関係に抵触する基軸もしくは代表的産業．

分野にまで及び，その改編を迫るほどになること

によって両者の関係に赤信号をともした。

　ここでは短期的な両者の調整が頻繁に必要とな

ってくる。アメリカ国内の声高な対日非難や保護

主義的潮流の台頭はここでの素朴な反応を示して

いる。他方で，こうした戦後構造の破綻を相互調

整という一時的な弥縫策によらず，根本的ないし

はより長期的な新しい枠組みの構築によって組立

て直すということも別の課題として登揚してくる。

これは多国籍企業を起動力とするグローバリゼー

ションであり，企業内世界分業の網の目を世界の

隅々にまで張りめぐらすことによって，伝統的な

国内生産と輸出を主軸とする古い構造と，そこに

依拠して優位性を発揮してきた日本的やり方を駆

逐しようとするものである。ここでは資本の相互

投資と新たな市揚開放が要求される。さらにこの

過程はアメリカ内部での新しい技術革新とそこか

ら生まれる新製品ならびに新しい基軸産業の形成

が必要とされ，強いアメリカの再生が声高に主張

される。これら内外の新しい要因は，世界市場で

の激烈な競争をテコに，世界大での産業再編を促

す。強い産業や企業を育成することは弱い産業や

企業を整理していくことになる。

　だから，『これまでばらばらに論じてきたアメリ

カの諸論拠は，現在の構築物の短期的な調整と長
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期的な再構築という統一物の両面を表わしている

と考えられる。そして，前者の過程で経済から政

治への転化が生じる。日本からの輸出急増→声

高な対日非難→保護立法化の動き→自由貿易を守

るための「次善の策」としての一時的輸入規制（→

対米投資促進）→一件落着というパターンは日米

貿易摩擦の度ごとに繰返されてきた構造である。

自由貿易を守るための「次善の策」を呑ませるた

めになされる政治化過程は，これが繰返されるこ

とによって1つの自立的構造をもつ。それは，ア

メリカ側からすれば政治家にとっての絶好の能力

発揮の機会であり，業界にとっては選挙時が最大

のプレッシャー時期となる。しかも両者にとって，

最：終的には日本側が折れるとなれば，必ず成功す

るものであり，安易な依存体質を生むことになる。

こうした悪例の最大のケースは繊維である。こう

した政治の自立化過程が進めば，経済的被害の度

合はどうあれ，問題は政治力だということになり，

調整本来の目的からも逸脱することになりかねな

い。今回の自動車問題に関していえば，日本側の

行政府の一こ口でもがこの構造のなかに組み込ま

れ，みずから率先して調整のために奔走したとい

う意味で，日米間の「緊密化」はより一層進んだ

ように感じられる。両国間の経済．「摩擦」が進め

ば進むほど，逆に両国間の行政的，政治的な緊密

化（アメリカ側の要求実現のためへの積極的努力

という意味では従属化というべきだろう）はより

一層深まるというこのパラドクスをどう考えるべ

きだろうか。
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　他方で，長期的なグローバリぜ一シ。ンもまた，

両国の共通の経済的利害を育てる。ワールドカー

戦略は，1台あたりの収益性の低い小型車販売で

あるため，それはできるだけ効率的な生産（世界

的規模での最適生産）と世界大での大：量販売を不

可欠とする。それは同時にできるかぎりのコスト

の軽減を求め，各種規制の緩和や税財政上の優遇

措置を実現する。さらに小型車開発のための厩大

な研究開発投資の回収を価格値上げによってはか

っていくことになる。これらは日米自動車メーカ

ーの共通の利害を育てる。これらの共同の利害を

もとにして，市揚再編と業界再編を世界的規模で

今後5～10年間に行なおうとするのである。彼ら

の「虚偽の兄弟」振りがうかがえよう。

おわりに

　以上のことから，一見ばらばらにみえる諸要素

もその背後で連関し合い，統一されていることが

理解されよう。そしてまた，小論の表題を日米貿

易摩擦の政治経済学とした理由も明らかであろう。

ごく最近のアメリカ議会の動向を伝える報道によ

ると，日本の市揚開放が再び問1題になり（農産物

と高技術製品），ブロックUSTR代表は「貿易政

策白書」を公表して，「レーガンラウンド」の実

施と双務主義を強く打ちだしたといわれる（『日本

経済新聞』1981年7月11日）。つぎの貿易摩擦

が開始されたのかもしれない。

　　　　　　　　　　　　（立命館大学経営学部）
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